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■コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
　当行では、経営の効率性及び透明性を高め、ステークホルダーであるお客さま、株主の皆さま等から高い評価と揺
るぎない信頼を確立するために、コーポレート・ガバナンスの強化を経営の最重要課題として認識し、その充実に向
けた諸施策に取り組んでおります。

（1）企業統治の体制の概要等
　当行では、以下の理由・目的から、監査役設置会
社形態を採用し、コーポレート・ガバナンスの強化
に努めています。
・銀行業務・銀行経営に関する専門的知識や豊富
な経験を有し当行の業務の運営・執行状況を詳
細に把握している社内取締役が、取締役会の構
成員として、経営上の意思決定や他の取締役の
職務執行状況を監督する体制が、経営環境の変
化に迅速かつ的確に対応し、業務の適正を確保
していくうえで重要であること

・監査役会を設置し、社外監査役を含めた監査役
が、取締役の職務の執行を監査していくこと
が、経営監視機能として有効であること

・独立性の高い社外取締役及び社外監査役が、そ
れぞれ中立の立場から公正かつ客観的な経営監
督機能及び監査機能を発揮し、取締役の職務の
執行状況や内部統制の運用状況などについて、
適切な提言・助言を行っており、経営監視の面
で十分な体制が整備されていること

　当行の取締役は、社外取締役3名を含めた10名
（平成29年6月29日現在）で、経営の意思決定、業
務執行の監督という位置付けから、取締役会を原則
月1回開催しています。また、取締役会で決定した
基本方針に基づく経営全般の重要事項を協議決定す
る機関として、取締役会の下に会長・頭取のほか各
部門の担当役員をメンバーとする経営会議を設置
し、原則週1回開催しています。加えて、取締役会
の基本方針に基づく重要な貸出案件について協議決
定する機関として、会長・頭取のほか審査部門等の
担当役員をメンバーとする審査会を設置し、原則週
1回開催しています。なお、当行は、定款において、
取締役の員数を15名以内とし、年度ごとの経営責
任をより明確にするとともに、経営環境の変化に迅
速に対応できる経営体制を構築するため、任期を1
年としています。

　また、当行は、執行役員制度を導入し、取締役会
による監督の下で、代表取締役と執行役員（部門担
当役員及び地区担当役員）が業務執行を担う体制と
しており、取締役が担うべき経営の重要事項に係る
意思決定機能及び業務執行の監督機能と執行役員が
担うべき業務執行機能を分離し、取締役と執行役員
がそれぞれの役割と責任を果たすことで、業務の適
正確保と持続的な企業価値の向上を図っています。

　社外取締役は、取締役会において、内部監査、監
査役監査及び会計監査の結果並びに内部統制部門か
らの統制状況に係る報告を受け、社外の中立かつ公
正、客観的な見地から経営監督を行う役割を担って
います。特に、内部監査部門及び内部統制部門から
は、取締役会議案及び報告資料の事前説明を詳細に
受け、事前説明又は取締役会の場で、適切な提言・
助言を行うなど、社外取締役による経営監督機能の

実効性の向上に努めています。

　また、特定事項について調査、研究又は協議調整
を行うことを目的に、関連部門の担当役員及び部長
等をメンバーとする長期経営計画委員会、営業戦略
委員会、ALM戦略委員会、IT戦略委員会、統合的リ
スク管理委員会、政策保有株式検証委員会、コンプ
ライアンス委員会、賞罰委員会及び働きやすい職場
推進委員会等の各種委員会を設置しています。各種
委員会は、定期的又は必要に応じて随時開催され、
経営上の主要課題や部門横断的な施策・検討事項に
取組んでおり、委員会で合意又は協議された事項は、
取締役会又は経営会議等に付議又は報告されるなど、
当行のガバナンス強化や業務運営の健全性・適切性
の向上に寄与しています。

　当行の監査役は、社外監査役3名を含めた5名（平
成29年6月29日現在）で、監査役会は、毎月1回に
加え、適時開催しており、各監査役は、取締役会等
に出席し、経営の意思決定に際し、適切な提言・助
言を行っています。社外監査役を含む各監査役は、
内部監査部門あるいは会計監査人と積極的に意見及
び情報の交換を行うほか、内部監査部門の営業店監
査や会計監査人の往査に立ち会うなど、緊密な連携
を図り、効率的な監査の実施に努めています。加え
て、各監査役は、内部統制部門から、内部統制シス
テムにおける各体制の整備状況及び各体制の実効性
に影響を及ぼす重要な事象について、対応状況を含
め定期的又は随時に報告を受け、必要に応じて説明
を求める、又は助言、勧告を行うなど監査役の立場
から内部統制システムの整備・強化に努めています。

　なお、社外取締役1名は過去に日本銀行の支店長
及び地域金融機関の経営者を務め、その豊富な経
験、幅広い知識と高い見識を活かして、取締役会等
の場で、中立の立場から公正かつ客観的な意見を表
明するなど社外取締役の職責を果たしています。そ
の他2名は、学識者、企業経営者としての豊富な経
験、幅広い知識と高い見識を活かして、取締役会等
の場で、中立の立場から公正かつ客観的な意見を表
明するなど社外取締役の職責を果たしています。ま
た、社外監査役1名は弁護士としての豊富な経験、
幅広い知識と高い見識を活かして、取締役会等の場
で、中立の立場から公正かつ客観的な意見を表明す
るなど社外監査役の職責を果たしています。その他
2名は、公認会計士、企業経営者としての豊富な経
験、幅広い知識と高い見識を活かして、取締役会等
の場で、中立の立場から公正かつ客観的な意見を表
明するなど社外監査役の職責を果たしています。

　また、当行では、社外取締役及び社外監査役を選
任するための当行からの独立性に関する基準を定め
ていませんが、社外取締役及び社外監査役による経
営の監視・監督機能の強化を進めていくことを目的と
して、株式会社東京証券取引所の定める基準を参考
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に独立役員を選任・確保していく方針であり、社外
取締役3名及び社外監査役3名のうち2名を一般株主
と利益相反が生じる恐れのない独立役員として適任
と判断し、株式会社東京証券取引所に届け出ていま
す。

（2）内部監査、監査役監査及び会計監査の状況
　内部監査につきましては、取締役会がコンプライ
アンスの実現とリスクの種類・程度に応じた実効性
のある内部監査態勢の構築を図り、健全かつ適切な
業務の運営に資することを目的として制定した「内
部監査規程」に基づいて、被監査部門から独立した
内部監査部門（当事業年度末現在人員61名）が、各
部店及び子会社・関連会社並びに当行の外部委託先
を対象に行います。具体的には、コンプライアンス
に関する事項、リスク管理に関する事項、財務報告
に係る内部統制に関する事項など半期ごとに取締役
会で制定する「内部監査基本計画」に沿って内部監
査を実施し、その結果を毎月、取締役会に報告して
います。また、内部監査部門は、被監査部門に対し
て、内部監査結果を文書で通知するとともに、改
善・是正を要する事項については、改善要請または
是正勧告を行い、その対応状況を定期的に取締役会
に報告しています。
　監査役監査につきましては、監査役会が制定した
「監査役監査基準」、「内部統制システムに係る監査
の実施基準」及び毎期の「監査役監査計画」並びに
業務の分担に基づいて、各監査役が、取締役の職務
の執行状況等について監査を行っています。具体的
には、取締役会その他重要な会議への出席、取締役
等からの職務執行状況の聴取、重要な決裁書類等の
閲覧、各部店における業務及び財産状況の調査、内
部統制システムの状況の監視・検証等を通じた監査
を実施し、その結果について、毎月、監査役会に報
告するとともに、定期的に代表取締役等と意見交換
を行い、適切な提言・助言または要請を行うなど実
効性のある監査を行っています。
　なお、社外監査役1名は、公認会計士の資格を有
し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有して
います。
　また、監査役監査につきましては、監査役会事務
局を設置し、監査役の職務に係る専任の補助使用人
を配置しています。

　会計監査につきましては、有限責任�あずさ監査
法人による財務諸表監査及び財務報告に係る内部統
制監査を受けております。会計監査は、事務局事務
を所管する内部監査部門と定期的又は必要に応じて
随時会合を開き情報・意見交換を行うほか営業店監
査を内部監査部門の立ち合いの下で行うなど相互に
連携する中で遂行されています。内部監査、監査役
監査及び会計監査と内部統制部門は、定期的又は必
要に応じて随時会合を開き情報・意見交換を行って
おり、相互に連携するなかで、業務の健全性と適切
性の向上に努めています。

（3）内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況
　当行は、「地域社会との強い信頼関係で結ばれた、
頼りがいのある＜ひろぎんグループ＞を構築する」
という経営ビジョンと、5つの行動規範からなる経

営理念のもと、お客さまや地域社会、株主、市場、
従事者など全てのステークホルダーからの真の信頼
を勝ち取るため、健全で透明性の高い経営を目指し
ています。
　加えて、株式会社東京証券取引所の「独立役員」
の基準を満たす社外取締役を選任するなど、コーポ
レート・ガバナンス及び内部統制システムの強化に
継続的に努めています。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に
　適合することを確保するための体制
　当行では、「倫理規程」・「服務規程」・「コンプラ
イアンス規程」を制定し、従事者の行動基準等を明
記するなか、コンプライアンスの徹底を経営の最重
要課題の一つとして位置付け、あらゆる法令やルー
ルを厳格に遵守した誠実な企業活動に努めていま
す。併せて、お客さまの保護及び利便の向上に係る
態勢の整備・確立に関する大綱として「顧客保護等
管理規程」を制定し、全従事者が銀行の社会的責任
と公共的使命を十分認識するなかで、お客さまへの
説明、相談・苦情等への対応や情報管理など、お客
さまの視点に立った誠実かつ公正な業務の遂行に努
めています。その上で、法令等遵守及び顧客保護等
管理を徹底する具体的な実施計画として、半期ごと
に「コンプライアンス・プログラム」を決議してい
ます。また、法令等遵守に係る諸問題について、部
店内で解決が図れない事情又は報告・相談ができな
い事情がある場合、従事者が、コンプライアンス統
括部又は社外弁護士に、直接、報告・相談できる
「ホットライン制度」を整備しています。
　加えて、「倫理規程」において、「市民社会の秩序
や安全に脅威を与える反社会的勢力等とは、他社
（信販会社等）との提携による金融サービスの提供
などの取引を含め一切の関係を遮断する。万一、不
当要求等があった場合には、警察当局等と連携のう
えあらゆる法的手段を講じ断固として対決する。」
ことを基本方針として定め、反社会的勢力等との関
係遮断に係る態勢を構築しています。
　さらに、「倫理規程」において、「ディスクロージ
ャーの充実による経営情報の公正な開示を通じて、
経営の透明性を高めるとともに、広く利用者意見を
反映した経営を行う。」ことを定めているほか、「経
理規程」及び「財務報告に係る内部統制に関する規
程」を制定し、連結ベースで適時・適正な財務報告
を行う態勢を整備しています。
　その他、金融円滑化や「経営者保証に関するガイ
ドライン」への対応についても、「与信基本原則規程」
や「金融円滑化管理に関する基本方針」を制定し、
お客さまへの円滑な資金の提供のほか、経営相談や
経営改善に関する支援など適切な対応に係る態勢を
整備しています。
（運用状況の概要）
　取締役会は、「コンプライアンス・プログラムの
実施状況」等の各種報告を受け、業務が経営の基本
方針・諸規程等に基づいて適切に運営されているこ
とを確認するとともに、改善が必要な事項がある場
合には、都度、改善・是正をしています。併せて、
法令等遵守の徹底と企業倫理の確立を図るため、コ
ンプライアンス委員会を設置し、法令等遵守に係る
事項を審議・検討するなど、法令等遵守違反の未然
防止を図っています。
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　また、「倫理規程」等諸規程、コンプライアンス
委員会等の組織体制及び「ホットライン制度」等の
諸制度について平易に解説した「コンプライアン
ス・マニュアル」を全従事者に配付し、研修で活用
するなど、周知徹底を図っています。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に
　関する体制
　当行では、「取締役会規程」において、取締役会
議事録を10年間保存することを定めています。
　また、行内諸規程において、経営会議・審査会等
の議事録等の重要な情報の保存についても定め、適
切な情報保存・管理態勢を構築しています。
（運用状況の概要）
　取締役会議事録を取締役の職務の執行に係る重要
な情報として、適切に保存及び管理しています。
　その他の重要な情報についても、各部店において
適切に保存及び管理しています。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当行では、銀行業務を取り巻く種々のリスクに適
切に対応するため「統合的リスク管理規程」を制定
し、各リスクを統合的に把握・分析し、当行の経営
に重大な影響を与える損失の発生及び拡大の防止を
図っています。その上で、半期ごとに「統合的リス
ク管理方針書」を決議し、経営体力や収益性等との
バランスのとれた適切なリスク管理を行っています。
　また、リスクに見合った適切な自己資本を確保
し、経営の健全性維持に資することを目的として、
「自己資本管理規程」を制定し、バーゼルⅢにおけ
る自己資本比率規制への対応も含め、適切な自己資
本管理を行っています。
　加えて、「危機管理規程」において、地震等の大
規模災害など、業務が継続できなくなるリスクに適
切に対応するため、「業務継続計画（BCP）」として
優先して継続する重要業務等を定めています。
（運用状況の概要）
　取締役会は、「統合的リスク管理の状況」等の各
種報告を受け、適切なリスク管理がなされているこ
と、リスクに対して十分な自己資本を確保している
ことを確認しています。併せて、随時、統合的リス
ク管理委員会を開催し、各リスクをモニタリングす
るなか、対応策を審議・検討しています。
　また、定期的に危機発生時を想定した模擬訓練を
行うなど、適切な危機管理態勢を構築しています。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保
　するための体制
　当行では、経営会議及び審査会を設置し、取締役
会が決定した基本方針に基づく経営全般の重要事項
の決定を経営会議に、重要な貸出案件の審議を審査
会に委任しています。
　また、取締役会の決定に基づく職務の執行を効率
的に行うため、業務の分掌及び職制並びに職務の権
限に関する規程を整備しています。
（運用状況の概要）
　経営会議・審査会において、経営全般の重要事
項・重要な貸出案件を決議・審議するとともに、諸
規程に基づき報告を受ける等、効率的な業務運営を
実施しています。
　また、各部門が、相互に連携しつつ、牽制機能が
有効に発揮される形態で業務を分担執行していま
す。

　併せて、「部門担当役員制度」及び「地区担当役
員制度」を整備し、取締役会で選任された部門担当
役員が本部の担当部門の企画・管理業務等に、ま
た、地区担当役員が担当地区の支店の営業推進等に
専念・特化する体制とし、それぞれの役割と責任を
明確にすることで業務運営の健全性・適切性の向上
及び収益力の強化を図っています。

⑤ 当行及び子会社から成る企業集団における
　業務の適正を確保するための体制
　当行では、健全かつ円滑なグループ経営を図るた
め、「グループ会社運営・管理規程」を制定し、グ
ループ会社の運営・管理に関する方針及び統括管理
部署等の組織体制を明確にしています。
ａ.��子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当
該株式会社への報告に関する体制

� �　「グループ会社協議・報告基準」に基づいて、
グループ会社から定例または随時の協議・報告
を受け、適時適切に対応しています。

ｂ.��子会社の損失の危険の管理に関する規程その他
の体制

� �　グループ会社のリスク管理・危機管理に関す
る指導・管理は、当行の「統合的リスク管理規
程」、「危機管理規程」に基づいて実施すること
を定めています。

ｃ.��子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行わ
れることを確保するための体制

� �　グループ会社の業務運営に関する指導・管理
は、グループ会社全体の統括管理部署と業務所
管部署が連携して行うことを定めています。

ｄ.��子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法
令及び定款に適合することを確保するための体制

� �　グループ会社の法令等遵守に関する指導・管
理は、当行の「コンプライアンス規程」に基づ
いて実施することを定めています。

（運用状況の概要）
　取締役会は、グループ会社の経営全般の重要事項
に係る協議・報告のため、グループ会社トップ協議
会を設置しているほか、半期ごとにグループ会社の
業務運営状況に係る報告を受け、グループ各社の業
績・現況等を確認しています。
　また、グループ会社の業務を所管する部署が当該
グループ会社の適切かつ効率的な業務運営に係る指
導・管理を行うとともに、所管する部署の部門担当
役員・部長等を当該グループ会社の取締役・監査役
として派遣し、業務の運営・執行状況を監視・監督
しています。
　加えて、当行の内部監査部門がグループ会社の内
部監査を実施し、その結果を当行取締役会に報告す
るなど、適切なグループ会社の運営・管理態勢を構
築しています。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを
求めた場合における当該使用人に関する事項、当該
使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査
役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す
る事項
　当行では、平成18年4月に監査役の職務を補助す
る組織として監査役会事務局を新設し、監査役会の
指揮下に置いています。
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（業務執行・経営の監視の仕組み）

※上記のほか、取締役を兼務しない執行役員14名（平成29年6月29日現在）を取締役会で選任し、業務を執行させております。

選任・解任
監査役会
監査役　5名

（うち社外監査役3名）

株主総会

取締役会
取締役　10名

（うち社外取締役3名）

経営会議 審査会会計監査人
有限責任�あずさ監査法人

選
任
・
解
任

（運用状況の概要）
　「職制規程」に基づき、監査役会事務局長は、監
査役の指揮に従いその職務を補助しています。また、
監査役会事務局長の異動・評価・賞罰等の人事につ
いて、人事総務部は監査役に協議することとしてい
ます。

⑦ 監査役への報告に関する体制
ａ.��取締役及び使用人が監査役に報告をするための
体制その他の監査役への報告に関する体制

� �　当行では、「服務規程」、「コンプライアンス規
程」において、監査役への報告ルールを整備し、
法令等に違反する行為等が発生した場合には、
コンプライアンス統括部長から監査役に直ちに
報告することを定めています。

ｂ.��子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員
及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者
が監査役に報告するための体制

� �　「グループ会社運営・管理規程」において、法
令等違反行為発生時における監査役への報告
ルールのほか、「ホットライン制度」をグループ
ベースで整備しています。具体的には、法令等
遵守に係る諸問題について、グループ会社内で
解決が図れない事情又は報告・相談ができない
事情がある場合、グループ会社従事者が、当行
のコンプライアンス統括部又は社外弁護士に、
直接、報告・相談できる制度を整備するととも
に、当該報告が法令等違反行為発生に該当する
場合、コンプライアンス統括部長から監査役に
直ちに報告することを定めています。

（運用状況の概要）
　行内諸規程において、監査役への報告ルールを整
備しているほか、各部店は、監査役からの依頼・要
請に基づいて、随時、業務の執行状況に係る必要な
報告・説明を実施しています。

⑧ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由と
して不利な取扱いを受けないことを確保するための
体制
　当行では、「服務規程」、「コンプライアンス規程」、
「グループ会社運営・管理規程」において、通報（相
談）者保護を定めています。

（運用状況の概要）
　通報（相談）者の匿名性を保護し、その者が不利
な取扱いを受けないために必要な措置を講じること
を定めるとともに、全従事者に対し周知徹底してい
ます。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の
処理に係る方針に関する事項
　当行では、「本部決裁権限規程」において、監査
役の職務執行に係る予算措置・経費の取扱いを定め
ています。
（運用状況の概要）
　毎年度、監査役と協議のうえ相応の予算・経費を
設けるほか、監査役がその職務の執行について、当
行に対し費用の前払い等の請求をしたときは、速や
かに当該費用または債務の処理を当行経費にて行う
など、会社法の趣旨を踏まえ適切に対応していま
す。

⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを
　確保するための体制
　当行では、「取締役会規程」等の諸規程にて、取
締役会は監査役の出席を求めて開催すること、経営
会議・審査会に監査役は出席できることを定めてい
ます。
（運用状況の概要）
　監査役は、取締役会、経営会議、審査会などの重
要な会議のほか、統合的リスク管理委員会などの主
要な委員会に出席しています。また、代表取締役と
定期的に会合を開き、監査上の重要課題等について
意見を交換するほか、会計監査人とも定期的に会合
を開くなど積極的に意見を交換しています。
　監査役は、その他の取締役及び使用人とも定期的
に会合を開くなど、監査態勢の整備を行っていま
す。
　加えて、監査役は、内部監査部門と定期的に意見
及び情報の交換を行うとともに、必要に応じて随
時、内部監査部門の営業店監査に立会うほか監査結
果の報告を求めるなど、緊密な連携を図り、効率的
な監査の実施と監査の実効性の向上に努めていま
す。
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　銀行が、お取引先や株主の皆さまからの信頼にお応え
するためには、様々な「リスク」に的確に対処すること
により、経営の健全性を維持・向上しつつ、適切な収益
を確保し、安定的な経営を行っていく必要があります。
　当行では、リスクを的確に管理するため、取締役会で
定めた「統合的リスク管理規程」に基づき、毎期のリス
ク管理方針を決定し、各種リスクを統合的に管理してお
ります。
　主要なリスクである信用リスク、市場リスク、流動性
リスク、オペレーショナルリスクの管理については、そ

れぞれの管理部署を明確化し、リスク統括部が全行のリ
スク管理を統括して一元的な管理を行っております。ま
た、「統合的リスク管理委員会」を設置するとともに、
監査部がリスク管理体制の適切性・有効性を定期的に監
査し、多様化・複雑化するリスクに対して適切に対応す
る体制を構築しております。
　こうしたリスク管理体制の下で、自己資本／リスク／
収益のバランスのとれた、健全で収益力の高い経営を実
現してまいります。

監
査
役
会
事
務
局

取締役会

営業店・本店部・グループ会社

統合的リスク管理委員会 コンプライアンス委員会

監
査
部

オペレーショナルリスク
【リスク統括部】

信用リスク
【リスク統括部】

市場リスク
【リスク統括部】

流動性リスク
【リスク統括部】

リスク統括部（全行のリスク管理統括）

経営会議

事務リスク
【事務統括部】

システムリスク
【IT統括部】

人的リスク
【人事総務部】

有形資産リスク
【人事総務部】

風評リスク
【総合企画部】

法務リスク
コンプライアンス

統括部【 】

監
査
役
（
監
査
役
会
）

審査会
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　当行では、銀行が直面する様々なリスクを統計的手法
などを利用したVaR※等の統一的な尺度で計量化し、合
算して経営体力と対比することにより、一元的なリスク
管理を行っております。
　具体的には、信用リスク、市場リスク、オペレーショ
ナルリスクといったリスク毎にリスク量の上限を設定
（資本配賦）し、それぞれの管理部署がリスク量のコン
トロールを行っております。また、リスク統括部がこれ
らのリスク量を自己資本と対比して一元的に把握すると
ともに、リスク管理の状況について定期的に取締役会等
へ報告を行い、状況に応じて適切に対策を実施していく
体制を構築しております。
　また、定期的にストレステストを実施し、統計的手法
では捕捉できないリスクの発生による損失が自己資本や
収益等に及ぼす影響を把握することにより、自己資本充
実度の評価・検証を行っております。

【信用リスク】
　信用リスクとは、信用供与先の信用状態の悪化等によ
り、資産の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスク
のことです。
（審査体制）
　当行では、営業店が採り上げる主要な貸出案件につい
て、営業部門とは独立した審査部門が、厳正な審査を行
う体制となっております。審査部門では、業種毎に審査
ラインを設けて対応しているほか、お取引先企業の財務
内容を健全化し、企業再生を実現するための専担ライン
を設けており、お取引先の経営改善支援の取り組みにも
力を注いでおります。
　貸出案件の採り上げに当たっては、取締役会が定めた
「与信基本原則規程」に基づき、法令や公序良俗に反す
る案件を排除することはもちろん、資金使途や返済原
資、保証や担保等を十分確認するほか、収益性や公共性
の観点からも慎重な検討を行っております。
　また、お客さまからのお借入条件の変更等のお申込み
については、同様に取締役会が定めた「金融円滑化管理
に関する基本方針」に基づき、お客さまの実態に合わせ
た真摯な対応を行っています。審査においては財務諸表
等の表面的計数や特定の業種であることのみに基づく機
械的・画一的な判断を行わない等、お客さまのニーズ・
悩みを共有し、創意工夫するなかで、適切かつ迅速な審
査を行うこととしています。
　審査体制の充実・強化については、個別与信管理の中

で企業の信用力の適切な把握に努めているほか、様々な
研修等により行員の審査能力向上を図る等、継続的に取
り組んでおります。
（信用格付制度をベースとしたリスク管理）
　貸出金の信用リスクを客観的に把握するため、当行で
は信用格付制度を導入し、お取引先の信用力格差を財務
データ等に基づき12段階に細分化して、その変化を継
続的に把握しております。また、格付に基づく信用リス
クの計量化を実施し、貸出資産における信用リスクの状
況の把握や資本配賦運営等に活用しております。
　さらに、格付別のデフォルト率やデフォルト先からの
回収実績等、信用リスクの計量化に必要なデータを蓄
積・整備するとともに、高度な計量化手法を導入し、よ
り精緻にリスク量を把握するよう努めております。
（資産の自己査定）
　信用格付制度の運営と並行して、毎期行う資産の自己
査定により、貸出等の資産内容の健全性を厳しくチェッ
クしております。具体的には、営業店で融資先の財務状
況に基づき査定した結果について、その妥当性を本店の
審査部門でチェックいたします。さらに、リスク統括部
が主要なものを抽出し、再度、その妥当性と正確性を厳
格に検証するとともに、監査部門がプロセス監査を実施
しております。この自己査定に基づいて、回収ができな
いと合理的に見込まれるものは、全額引当処理（当期の
損失として計上すること）を行い、資産の内容を常に健
全な状態に保っております。

自己資本

リスク量の上限額設定
（資本配賦）

信用リスク

市場リスク

オペレーショナルリスク

経営体力の範囲内でリスクテイク

・自己資本の範囲内でリスク毎にリスク量の上限を設定
 （資本配賦）
・各管理部署がその上限額の範囲内でリスクテイク

・経営体力と対比して適正な水準にリスクをコントロール

信用リスク

リスクテイク

市場リスク
オペレーショナルリスク

※�VaR（バリュー・アット・リスク）とは、今後一定期間・一定確
率で発生する可能性のある経済価値の減少額を統計的に推計した
値のことです。
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【市場リスク】
　市場リスクとは、金利、有価証券等の価格、為替等の
様々な市場のリスク・ファクターの変動により、保有す
る資産の価値が変動し、損失を被るリスクのことです。
　当行では、有価証券だけでなく、預貸金等を含めた資
産負債総合管理（ALM）の充実・強化を図ることによっ
て金利をはじめとする市場リスクをコントロールし、収
益の安定化を図っております。ALMに基づく分析・シミ
ュレーション結果は、経営計画策定上の重要な判断要素
として毎期の経営方針に反映しております。
　また、市場リスクの管理を厳格に実施するため、リス
ク量の限度額等を設定するとともに、ヘッジ方針や資産
価値が減少した場合の報告・協議ルール等を定め、市場
の動きに迅速かつ適切に対応し、収益の安定化を図る体
制を構築しております。限度額等の遵守状況は、ポジシ
ョン額、リスク量、損益状況等の主要な計数とともに日
次で管理しております。
　また、時価主義会計に的確に対応して、保有目的区分
に基づく厳正な会計処理を行い、市場価格の変動を適切
に財務内容に反映しております。
（トレーディング勘定のリスク管理）
　トレーディング勘定（有価証券およびオフバランス取
引において、短期的な売買差益やお客さまの依頼に基づ
く取次等を目的とした取引）については、バンキング勘
定（預貸金取引および投資有価証券取引とそれに関連す
る取引）との性格の違いから、特別な管理を行っており
ます。当行では特定取引勘定を設置し、時価に基づく透
明な会計処理を実施して管理強化を図っております。自
己ポジションによるディーリングについては、ポジショ
ン枠やロスカット等に関する厳格なルールの下で、限定
的なポジションでの運営に努めているほか、対顧客取引
については、原則として銀行間市場でフルカバーをとる
ことにより、スクエアポジションでの運営を実施してお
ります。

【流動性リスク】
　流動性リスクとは、予期せぬ資金の流出等により、資
金繰りがつかなくなる場合や、通常より著しく高い金利
での資金調達を余儀なくされること等により損失を被る
リスクのことです。
　当行では、短期間のストレス下における資金流出に備
えるため、国債などの高流動性資産を確保しておりま
す。また、長期的な資金調達リスクの軽減を図るため、
流動性の乏しい貸出金と安定調達とのギャップを管理し
ております。
　さらに、資金繰りおよび流動性リスクの状況や資金繰

りに影響を与える事項についてモニタリングを行い、不
測の事態が発生した場合も迅速かつ的確に対応する体制
を整備しております。

【オペレーショナルリスク】
　オペレーショナルリスクとは、銀行の業務の過程、従
事者の活動もしくはシステムが不適切であること、また
は外生的な事象により損失が発生しうるリスクのことで
す。
　当行では、オペレーショナルリスクを網羅的かつ的確
に管理するため、事務リスク、システムリスク、人的リ
スク、法務リスク、有形資産リスク、風評リスクといっ
たサブカテゴリーに分類し、総合的な管理を実施してお
ります。
（事務リスク）
　事務リスクとは、従事者が正確な事務を怠る、あるい
は事故や不正等を起こすことにより、損失を被るリスク
のことです。
　当行では、様々な研修を通じ、正確・迅速・親切・丁
寧を旨とした事務取扱を徹底するとともに、事務の五原
則（記録主義の原則、現物主義の原則、個人責任主義の
原則、検証主義の原則、確認主義の原則）に基づく事務
取扱の規定の整備を図っております。
　また、当行は、お客さまから寄せられた苦情・ご意見
や、主要な事務ミス・事務事故をシステムによって報告
する体制を整備しております。報告内容については、そ
の要因や傾向を分析し、必要に応じて有効な対策を講じ
るとともに、事務ミス・事務事故等の再発防止を図るた
めの基礎データとして積極的に活用しているほか、潜在
的な事務リスクについても抽出・分析し、未然防止策を
実施するなど、内部規律・モラルの維持・向上を図って
おります。
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（システムリスク）
　システムリスクとは、コンピュータシステムの停止・
誤作動等のシステム面の不備やコンピュータの不正使用
等により、損失を被るリスクのことです。
　当行では、情報資産を適切に保護するための基本方針
であるセキュリティポリシーや具体的な運営ルールを定
め、情報システムおよび情報（データ）の重要度に応じ
た管理体制を整備しております。
　情報システムについては、その重要度に応じてコンピ
ュータ・通信回線・電源等の二重化を実施しておりま
す。特に、重要なシステムについては、福岡銀行とのシ
ステム共同化に伴い、広島センターと福岡センターの二
拠点でのバックアップ体制を構築しており、大規模な災
害で一方が被災しても、継続して業務が遂行できるよう
万全を期しております。
　お客さまの重要な情報（データ）についても、暗号化
や不正アクセス・情報漏洩の防止策を講じる等厳格なセ
キュリティ管理を実施しております。
　また、近年の巧妙化・深刻化するサイバー攻撃に対し
ては、経営の最優先課題のひとつとして位置付け、平常
時から攻撃動向等の情報を収集・分析するとともに、サ
イバー攻撃が発生した際に迅速に対応するための体制と
して「ひろぎん〈CSIRT（注）〉」を設置するなど、セキュ
リティ管理態勢の強化に取り組んでおります。
　さらに、コンピュータシステムの安定稼動が危機にさ
らされるような万が一の不測の事態やサイバー攻撃の発
生等に備えて、コンティンジェンシープラン（危機管理
計画）を策定するとともに、定期的な模擬訓練を実施し
ております。
（注）Computer�Security�Incident�Response�Teamの略

（人的リスク）
　人的リスクとは、従事者の生産性の低下や退職、当行
の信用失墜につながる行為等により損失を被るリスクの
ことです。
　従事者の雇用形態等に応じた適切な人事管理および人
事運営を行うことを基本とし、教育・研修や職場指導等
により、的確な管理を行っております。また、新型イン
フルエンザや大規模災害の発生により業務継続に支障を
きたす事態を想定し、感染拡大の段階に応じた準備およ
び労務安全管理の強化や本店部事務加勢要員確保による
業務継続体制の構築に努めております。
（法務リスク）
　法務リスクとは、法令違反や契約不履行等に伴う罰
則・法的責任の発生等により損失を被るリスクのことで
す。

　法令等遵守について日常的に啓蒙・研修を実施すると
ともに、法的チェックの着実な実施や法務相談体制の整
備等により、的確な管理を行っております。
（有形資産リスク）
　有形資産リスクとは、災害や不法行為、不適切な資産
管理の結果生じる有形資産の毀損等により損失を被るリ
スクのことです。
　当行が所有または賃借する動産・不動産の所在および
現状を把握し、災害や不法行為等による被害に備え的確
な管理を行っております。
（風評リスク）
　風評リスクとは、事実と異なる情報が広まることで、
顧客やマーケットの間における当行の信用が低下するこ
とにより損失を被るリスクのことです。
　透明性の高いディスクロージャーを実施するととも
に、風評のモニタリングを行うことにより、リスクの顕
在化の未然防止に努めております。

危機管理体制
　以上のリスク管理体制に加えて、地震等の大規模災害
など、業務が継続できなくなるリスクへ適切に対応する
ため、「業務継続計画（BCP）」として優先して継続する
重要業務等を「危機管理規程」に定めるなど、適切な危
機管理体制を構築しております。
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　金融機関を取り巻く環境が大きく変化するなかで、当行が株主・投資家の皆さまやお客さまからのゆるぎない信頼
を確保するためには、地域におけるリーディングバンクとして幅広いニーズにお応えし、より強固な経営基盤を確立
するとともに、コンプライアンス重視の経営を実践していくことが大切であると考えております。
　こうしたなかで、当行では、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つとして位置づけ、企業倫理を風土として
定着させるため、コンプライアンス態勢の確立やその周知徹底などに全力で取り組んでおります。

1. コンプライアンス態勢の確立
　法令等遵守の徹底と企業倫理の確立を図るた
め、「コンプライアンス委員会」を設置し、法
令等遵守に関する事項を審議・検討するなど、
コンプライアンス違反の未然防止の徹底を図っ
ております。
　また、本店各部、全支店にコンプライアンス
管理者を配置し、法務情報の交換や日常的なコ
ンプライアンス状況の点検を実施するととも
に、「コンプライアンス統括部」による法令等
遵守に係る一元管理体制と統括機能の強化に継
続的に取り組んでおります。
　さらに、監査部にコンプライアンス監視者を
配置し、独立した立場からのモニタリングを実
施することで、内部牽制機能の強化を図ってお
ります。

2. コンプライアンスの運営
　コンプライアンスを実現するための実践計画
として「コンプライアンス・プログラム」を半
期毎に取締役会において決議し、それに基づい
た取り組みを着実に実施しております。
　具体的には、全従事者に「コンプライアンス・
マニュアル」を配布し、階層別研修やコンプラ
イアンス管理者を対象とした研修の実施等、さ
まざまな活動を通じてその周知徹底を図るとと
もに、法令等遵守に対する経営陣の積極的関与
とコンプライアンスの一元管理体制の強化を通
してチェック体制の整備等を進めております。
　このような「コンプライアンス・プログラム」
については、四半期毎に進捗状況や達成状況を
検証し、問題点の把握と課題の解決に努めるな
かで、より高いコンプライアンスの実現に向け
た不断の取り組みを進めております。

（法令等遵守体制）
報告

指導指導報告・連絡・相談

報告・連絡・相談

支援・指導

報告・連絡・相談

報告
職
務
執
行
監
査

内
部
監
査

報
告

報告

コンプライアンス委員会
（事務局：コンプライアンス統括部）

本店部
（コンプライアンス管理者）

営業店
（コンプライアンス管理者）
グループ会社

監査部
（コンプライアンス監視者）

取締役会
監
査
役
会
事
務
局

コンプライアンス統括部

監
査
役
（
監
査
役
会
）
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1. 信頼の確保
　広島銀行は、銀行の社会的責任と公共的使命
を十分認識し、健全で効率的な業務運営を通じ
て、地域社会との強い信頼関係で結ばれた、頼
りがいのある の構築に向け、不断の努
力を行う。

2. 法令や社会的規範の遵守
　広島銀行は、あらゆる法令やルールを厳格に
遵守し、高潔な倫理観を備えた良き企業市民と
して社会的規範に則った企業活動を遂行する。

3. 価値ある金融サービスの提供
　広島銀行は、地域経済を支える金融機関とし
ての自覚を持ち、真心を込めた応対とセキュリ
ティレベルの向上や災害時の業務継続確保など
お客さまの利益の適切な保護にも十分配意した
最高品質の価値ある金融サービスの提供によ
り、お客さまのご満足とご安心の向上を図ると
ともに、地域経済の発展に貢献する。
　特に、金融商品販売においては、お客さまの
利益の実現を最優先に考え、お客さまの視点に
立って、高度な専門性を保持し、付加価値の高
い商品・サービスを提供することが、結果とし
て中長期的な企業価値の増大につながるとの認
識のもと、お客さま本位の業務運営を実践する。

4. 従事者の人権の尊重等
　広島銀行は、従事者の人権、個性を尊重する
とともに、明るく働きがいのある職場環境を確
保する。

5. 環境保全活動への取組み
　広島銀行は、瀬戸内海をはじめとする郷土の
豊かな自然環境を守り、将来の世代に、より良
く引き継いでいくために、資源の効率的な利用
や廃棄物の削減を実践するとともに、環境保全
に寄与する金融サービスを提供する等、環境保
全活動に積極的かつ継続的に取り組む。

6. 社会貢献活動への取組み
　広島銀行は、地域社会とともに歩む良き企業
市民として、社会貢献活動に積極的に取り組
む。

7. 反社会的勢力等との対決
　広島銀行は、市民社会の秩序や安全に脅威を
与える反社会的勢力等とは、他社（信販会社等）
との提携による金融サービスの提供などの取引
を含め一切の関係を遮断する。万一、不当要求
等があった場合には、警察当局等と連携のうえ
あらゆる法的手段を講じ断固として対決する。

8. 透明な経営
　広島銀行は、ディスクロージャーの充実によ
る経営情報の公正な開示を通じて、経営の透明
性を高めるとともに、広く利用者意見を反映し
た経営を行う。

1.�お客さまの金融商品に対する知識やご経験、資
産構成や運用のご意向などに配慮した適切な商
品をおすすめするように努めます。

2.�商品のご購入はお客さまご自身でお決めいただ
けますよう、商品内容やリスク内容などの重要
事項について適切な情報提供と説明に努めます。

3.�断定的判断や事実と異なる情報の提供など、お
客さまの誤解を招くような勧誘は行いません。

4.�お客さまにとって不都合な時間帯やご迷惑な場
所での勧誘は行いません。

5.�お客さまにご満足いただける健全で適切な勧誘
を行うため、商品知識などの研鑚を続けてまい
ります。

当行は、金融商品の勧誘にあたって、次のルールを守ります。
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　当行において公表しております「個人情報保護宣言」に基づき、個人情報の取得や提供について厳正な対応を進め
るとともに、安全管理措置等に関する継続的な改善に努めております。
　また、お客さまからお預りしている大切な情報資産を適切かつ厳格に管理するため、全従事者に対する研修等を継
続的に実施し、情報の取り扱いに関し、行動レベルで常に高い意識を持つよう徹底しております。加えて、個人情報
の取り扱い状況については内部監査等を厳格に実施することにより、その実効性の向上に努めております。

－ 個人情報保護宣言 －
広島銀行は、お客さまをはじめとする地域社会の皆さまから真にご信頼いただけるよう、個人情報について、以下の考え方・方針に基づき、適
正かつ厳正な取り扱いを実施いたします。

1. 関係法令等の遵守について
� 当行は、個人情報保護に関係する法令その他の規範を遵守いたします。
2. 個人情報の取得、利用（利用目的の公表・明示等）および提供について
� （1）�当行は、金融分野での業務遂行上必要な範囲内での個人情報の適切な取得、利用および提供を実施いたします。
� （2）�当行では、例えば、以下のような情報源から個人情報を取得することがあります。
� � ・預金口座のご新規申込書など、お客さまにご記入・ご提出いただく書類等により直接提供される場合
� � （ご本人からの申込書等の書面の提出、ご本人からのホームページの画面へのデータ入力）
� � ・各地手形交換所等の共同利用者や個人信用情報機関等の第三者から、個人情報が提供される場合
� （3）��当行は、個人情報の取り扱いに関し、その利用目的をあらかじめ特定し、当行のホームページ等で公表いたします。ただし、当行とご本人

との間で契約を締結すること等に伴って、ご本人から直接書面に記載されたご本人の個人情報を取得する場合には、その利用目的をご本人
に明示または同意を得ます。

� （4）��当行は、ご本人にとって利用目的が明確になるよう具体的に定めるとともに、例えば、各種アンケート等への回答に際しては、アンケート
の集計のためのみに利用するなど取得の場面に応じ、利用目的を限定するよう努めます。

� （5）��当行が取得する個人情報は、法令に基づく場合等を除き、ご本人の同意がない限り、あらかじめ特定した目的以外には一切利用いたしません。
� （6）��当行は、ダイレクトメールの送付や電話等での勧誘等のダイレクト・マーケティングで個人情報を利用することについて、ご本人より中止

のお申し出があった場合は、当該目的での個人情報の利用を中止いたします。
� （7）��当行が個人情報の取り扱いを外部に委託する際は、個人情報を適切に取り扱っていると認められる委託先を選定し、委託先に対して必要か

つ適切な監督を実施いたします。当行では、例えば、以下のような場合に、個人情報の取り扱いの委託を行っております。
� � ・��取引明細通知書発送に関わる事務　・外国為替等の対外取引関係業務　・ダイレクトメールの発送に関わる事務　・情報システムの運用・保守に関わる業務
� （8）�当行が保有する個人情報は、法令に基づく場合等を除き、ご本人の同意がない限り、第三者に開示・提供いたしません。
3. 個人情報の安全管理措置について
� （1）��当行は、個人情報保護管理責任者を置くとともに、個人情報を取り扱う部門ごとに個人情報保護管理者を置き、個人情報の適切な管理を実

施いたします。
� （2）��当行は、当行が保有する個人情報を、適切かつ合理的なレベルの安全対策を実施することにより、個人情報への不正アクセス、個人情報の

紛失、破壊、改ざんおよび漏えい等の危険防止ならびに是正を実施いたします。
� （3）��当行は、当行が保有する個人情報を、当行の厳正な管理の下で保管し、目的達成後、適切な時期に安全に返還または消去いたします。
4. 開示等の手続について
� �ご本人の保有個人データの開示、訂正または利用停止をご請求される場合は、当行本支店までお申し出下さい。所定の書面へご記入・押印して
いただき、ご本人であることを確認した上で、対応いたします。なお、開示等のご請求の場合、所定の手数料をご負担いただきます。

5. 苦情等の対応について
� �当行は、お客さまからご本人の個人情報に関するお問い合わせや苦情・相談等のお申し出があった場合には、適切に対応いたします。
〈個人情報に関するお問い合わせ・苦情窓口〉　◆株式会社広島銀行　お客さま相談室　電話082-247-5151（受付時間：平日9時～17時）

6. 継続的な改善等について
� （1）�当行は、個人情報保護に関するコンプライアンス・プログラムを継続的に見直し、その改善を実施いたします。
� （2）�本宣言は、当行の全従事者に周知徹底いたします。
� （3）�当行は、当行の全従事者に対し、個人情報の適切な取り扱いに関する教育を実施いたします。

加盟する認定個人情報保護団体について
　当行は、下記の認定個人情報保護団体に加盟しております。下記団体では、会員の個人情報の取り扱いについての苦情・相談をお受けしております。

　当行は、下記の指定紛争解決機関と手続実施基本契約を締結しております。下記団体では、お客さまからの苦情の
申し出および紛争の申立てをお受付しております。

〈銀行業務等〉
◆全国銀行個人情報保護協議会
　（http://www.abpdpc.gr.jp/）
　【苦情・相談窓口】電話03-5222-1700
　または、お近くの「銀行とりひき相談所」
　（広島／電話082-246-7361）

〈銀行業務〉
◆一般社団法人全国銀行協会
　連絡先　全国銀行協会相談室
　（http://www.zenginkyo.or.jp/adr/）
　【ご相談窓口】電話0570-017109または03-5252-3772

〈信託業務〉
◆一般社団法人信託協会信託相談所
　（http://www.shintaku-kyokai.or.jp/profile/profile04.html）
　【ご相談窓口】電話0120-817335（フリーダイヤル）または03-6206-3988

〈信託業務・銀行業務等〉
◆信託協会（信託相談所）
　（http://www.shintaku-kyokai.or.jp/）
　【苦情・相談窓口】電話03-6206-3988
　または0120-817335（フリーダイヤル）

〈証券業務〉
◆日本証券業協会（個人情報相談室）
　（http://www.jsda.or.jp/）
　【苦情・相談窓口】
　電話03-3667-8427
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個
人
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に
関
す
る
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律
」（
個
人
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報
保
護
法
）
へ
の
対
応

「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）への対応

手続実施基本契約を締結している指定紛争解決機関


